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1．はじめに「キャリア教育の必要性と学習指導要領（平成 21 年告示）の役割」

　キャリア教育の必要性が提唱されたのは、中央教育審議会答申（平成 11年）においてである。答申によれば、次の３点
の社会的背景が要因とされる。①少子化や産業・経済、雇用情勢等の変化による、高校卒業後の進学率上昇。②核家族化
の進展による、子どもたちの様々な体験機会の減少。③経済的豊かさの増大や価値観の多様化による、人々の職業選択の
在り方の変化。このことから、小学校から発達段階に応じて、家庭・地域と連携した体験的な学習を行い、職業観・勤労
観を育成するキャリア教育の必要性が高まった。
　学習指導要領では、第１章総則において「学校においては、キャリア教育を推進するために、地域や学校の実態、生徒
の特性、進路等を考慮し、地域や産業界等との連携を図り、産業現場等における長期間の実習を取り入れるなどの就業体
験の機会を積極的に設けるとともに、地域や産業界等の人々の協力を積極的に得るよう配慮するものとする」と記述され
ている 1）。商業教育は資格取得に重点を置き、イベント型地域貢献活動によるキャリア教育を実践してきた。

２．情報ビジネス科（商業教育）におけるキャリア教育の実践と金融教育プログラムとの関連

　全国の高等学校で実践されている「地域と連携した体験的な学習」は、「学校行事」としての位置付けや「課題研究」を
活用して行われてきた。この活動は、金融教育プログラムの「キャリア教育に関する分野」の役割と相関がある。
　学習指導要領において、課題研究は「調査、研究、実験」「作品制作」「産業現場等における実習」「職業資格」の４分野
に分類されている。教育目標は、「商業に関する課題を設定し、その課題の解決を図る学習を通して、専門的な知識と技
術の深化、総合化を図るとともに、問題解決の能力や自発的、創造的な学習態度を育てる」と記されている２）。本校では、
実社会に近い商業の課題に基づいて、キャリア概念に寄せた課題研究を実施している。開設している講座は、次の６つで
ある。①デザイン開発・知的財産研究。②就業体験。③地域特産品を活用した商品開発。④観光商品開発。⑤ロボットプ
ログラミングを活用した観光案内プログラム作成。⑥商業系上級資格取得。そこで、課題研究の講座と金融教育プログラ
ムの関連性を整理した（資料１）。
　また、地域より人材育成の場としての期待度が高く、小学生を対象とした地域貢献活動「キッズビジネスタウン」を行っ
ている。これは、本校生が中心となり小学生に「模擬商店での就労」とともに「経済の仕組み」について体験活動を行うも
のである。行政や企業などの外部資源を活用したキッズビジネスタウンは、コンソーシアム型キャリア教育として地域コ
ミュニティーとしての役割を担っており、世代を超えた地域住民との交流の場となっている。小学生に期待される効果は、
次の４つである。①商品やお金の流れなど、社会の仕組みを実践的に体験。②ビジネス（商業）活動に対する必要性の理解。
③働くことの楽しさ、喜び、大切さを知ることによる職業観・勤労観の育成。④問題解決能力の育成。本校生に期待され
る効果は、次の３つである。①金融知識の習得とともに、企画の発案から具現化までの学習の深化。②小学生のサポート
を通して起業家としての責任感の育成。③役割を担当することによる問題解決能力の醸成。
　毎年約 800人の参加者が来場するキッズビジネスタウンは、鹿屋市の産学官連携を基軸としたキャリア教育実践の場
となり、労働の意義や市民として果たすべき納税の義務、給与に相応した消費生活の大切さなどを理解し、健全な市民感
覚を持った人づくりに繋がっている（資料２）。

３．情報ビジネス科（商業教育）における金融知識を生かした商業系上級資格取得の実践

　商業教育は基礎的・基本的な知識と技術の習得のため、資格取得に中心を置いた教育課程を設定している学校が多い。
本校は、資格取得の高度化を目標として商業系上級資格取得に向けた段階的な科目配置を編成している。珠算・電卓実務
検定（普通計算部門およびビジネス計算部門）、簿記実務検定、ビジネス文書実務検定、英語検定、情報処理検定（プログ
ラミング部門およびビジネス情報部門）、商業経済検定、会計実務検定の完全取得者数は、５年連続で全国１位（資料３）
を達成している。卒業生における三種目１級取得率は、商業系上級資格取得状況（資料４）に示している。令和２年度の
三種目１級取得率は 80.0％、８年間の平均は 59.5％である。

４．新学習指導要領（平成 30年告示）における金融教育と商業教育の相関

　金融教育は、生活設計・家計管理に関する分野、金融や経済の仕組みに関する分野、消費生活・金融トラブル防止に関
する分野、キャリア教育に関する分野の４分野に整理されている。分野内容は38の項目に分類され、発達段階に応じた年
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齢層別の目標が設定されている。商業教育は、マーケティング分野、マネジメント分野、会計分野、ビジネス情報分野の
４分野から構成されている。教育目標は、「商業の見方・考え方を働かせ、実践的・体験的な学習活動を行うことなどを通
して、ビジネスを通じ、地域産業をはじめ経済社会の健全で持続的な発展を担う職業人として必要な資質・能力を育成す
ることを目指す」と示されている。育成すべき資質能力は、「商業の各分野について体系的・系統的に理解するとともに、
関連する技術を身に付ける」「ビジネスに関する課題を発見し、職業人に求められる倫理観を踏まえ合理的かつ創造的に
解決する力を養う」「職業人として必要な豊かな人間性を育み、よりよい社会の構築を目指して自ら学び、ビジネスの創造
と発展に主体的かつ協働的に取り組む態度を養う」が示され、体験や経験から知識を学ぶ教育体系を求めている３）。
　商業教育の内容は、金融知識に関連するものが多い。資質・能力をOECDのキー・コンピテンシーを基に整理すると、
金融教育と商業教育の相関性が明確化される４）（資料5）。

５．新学習指導要領（平成30年告示）実施に向けた商業教育カリキュラムの開発　　
　　　　　　　　　　

（１）本校における金融教育の定義
　金融広報中央委員会では、金融教育を「お金や金融の様々な働きを理解し、それを通じて自分の暮らしや社会について
深く考え、自分の生き方や価値観を磨きながら、より豊かな生活やよりよい社会づくりに向けて、主体的に行動できる態
度を養う教育である」と定義している５）。これは、生きる力の理念を踏まえながら、金融知識を自分の人生に結び付け
て考えることにより、主体的な人生設計と社会貢献といった倫理観の育成を目的としている。
　また、教育現場では開かれた学校づくりに期待が高まり、地域と協働した学習活動が行われている。地域との関わり
は、多様な生き方や価値観に触れることになり、子どもたちの夢や人生の選択肢を増やすことになる。また、地域と連携
した専門性の高い授業の取り組みは子どもたちの興味・関心を高め、学習意欲の向上と高い知識の理解へとつながる。こ
れらを活用して金融教育を推進することは、主体的に行動できる態度と人間性を養うことになる。
　そこで、本校では金融教育の定義を「資格取得に励みながらビジネス経済や金融に関する知識を理解し、地域社会との
関わりを通して自分らしい生き方や価値観を形成し、それらを活用しながら、地域活性化に取り組むことのできる創造的
な能力や実践的態度を育む教育」とした。

（２）研究テーマの設定
　金融教育と関連する教育領域は、経済教育・消費者教育・キャリア教育・法教育・金銭教育・環境教育である。教育の
内容は、相関カリキュラムとして学習指導要領の科目内容に組み込まれている。しかし、教科の授業において金融教育を
意識することはほとんどない。学校において金融教育を効果的に進めるために、学校の実情や学習指導要領の趣旨を踏ま
え、金融教育の内容と各教科等の学習指導を示したものが金融教育プログラムである。これまでの商業教育は、教科の特
色を出すために資格取得に重点を置いてきた。また、キャリア教育も一部生徒の実践であることが多い。その結果、商業
科を卒業しながらも経済や金融知識が定着していない生徒が増えている。そこで、金融教育プログラムを活用することに
より金融教育を商業科目の学習指導に関連付け、指導方法の改善や題材の工夫につなげる必要がある。
　新学習指導要領では、育成すべき資質・能力と３つの柱を踏まえたカリキュラム・デザインの概念が示されている。こ
れらを商業教育で実現するためには、キャリア教育の推進と、指導と評価が一体化した学習評価の充実、地域資源を活用
したカリキュラムのマネジメントが必要である。
　そこで、新学習指導要領を意識したカリキュラムをマネジメントして「金融教育を活用した商業教育カリキュラムの開
発」を行う。

（３）カリキュラム開発の要点
　新学習指導要領の趣旨から、アクティブ・ラーニングや能動的な活動が評価を受ける一方、資格取得を中心とした検定
指導等は、「知識」「技能」に傾倒したものとして批判されることが多い。商業教育の目標は、「商業の見方・考え方を
働かせ、実践的・体験的な学習活動を行うことなどを通して、ビジネスを通じ、地域産業をはじめ経済社会の健全で持続
的な発展を担う職業人として必要な基礎的な資質・能力を育成することを目指す」と記されている６）。知識基盤社会を
生きるために、資格取得とキャリア教育の両立が求められている。
　これらを実現するために、カリキュラム開発の手順は、次の３点とする。第一に、全体計画・指導計画の作成である。
資格取得とキャリア教育を実践するためには、教員全体で全体像を共有する必要がある。第二に、能力の設定・確認と学
校の手立てである。「知識」「技能」だけでなく「思考力」「判断力」「表現力」を育むために、金融教育で育む能力を
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設定・確認し、学校における具体的な手立てを明示する。第三に、能力の系統図の作成である。本校は、系統立てたキャ
リア教育を実施している。教育活動の伝統化による仕事内容の伝播に陥ることを防ぐため、能力の系統図を作成して情報
共有を図る。

（４）　全体計画の作成
　本校の金融教育と情報ビジネス科の目標に基づき、商業科目を通した資格取得と同時に、キッズビジネスタウンにおい
て、金融教育プログラムの「キャリア教育に関する分野」のフィールドワークを行う。金融教育を実践していくために
は、金融教育と関連する科目や、その内容を明らかにする必要がある。さらに、保護者や地域と連携することにより、教
育効果を高めることも可能である。保護者や地域の願いを踏まえ、学校としての基本的な考え方や科目での取り組みを具
体化した全体計画が必要である。そこで、次の８つの観点から、全体計画を作成した（資料６・７）。①学校の教育目
標。②学校の経営方針。③生徒の実態。④保護者の願い。⑤地域の願い。⑥目指す学校像。⑦目指す生徒像。⑧金融教育
関連科目の重点目標。

（５）　金融教育で育む能力や態度と具体的な手立て
　金融教育プログラムでは、金融教育の目的を実現する上で重要な概念として、６つの資質や能力を定義している。これ
らは、金融教育を実践する際の重要な要素である。この６つの資質や能力を念頭に、小学校から高等学校において金融教
育が実践される。そこで、情報ビジネス科の学習内容と、金融教育プログラムの４分野の内容を意識しながら、本校の具
体的な手立てを構築した（資料８）。

（６）　系統表の作成
　本校では、１年次に金融知識の基礎・基本の習得を行う。「ビジネス基礎」は、前半において電卓を用いて有価証券や
株式の計算、複利・年金計算などの知識を学び、後半はマーケティングについて学習する。「簿記」は、取引の記録や財
務諸表の作成を行う。企業会計に関する法規を学ぶとともに、実務に即した技術を身に付ける。
　２年次は、金融知識の活用法や分析能力の習得を行う。「財務会計Ⅰ」は、企業会計や財務会計の意義や役割を学ぶと
ともに、会計的側面から企業を分析する力を養う。金融庁の「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関
する電子開示システム（EDINET）」を活用して、適切な会計情報と活用法について学習する。「観光ビジネス」は、観
光ビジネスの動向や課題、具体的な事例について多面的・多角的な分析を行う。考察や討論を通して観光振興策を行政に
提言する。地域資源や地域人材を活用した講演会や、フィールドワークを行う。
　また、小学生を対象とした地域貢献活動「キッズチャレンジフェスタ」「キッズビジネスタウン」は、日頃の学習成果
を発揮する活動の場であり、児童やその保護者等とのふれあいを通して、コミュニケーション能力や職責感等、これから
の社会生活で必要とされる能力の育成を図ることができる。
　以上の点を整理して、教育課程案（資料９）ならびに系統表（資料10）を作成した。

６．金融教育を活用した商業教育カリキュラムの実践に向けて　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　全国の商業科では、地域や企業と連携した特色ある取り組みが行われている。学校を百貨店に見立てた商業デパート、
地元商店街における販売実習、商品のキャッチコピーを考える販売促進、ネットショップの開設、地元特産品を活用した
商品開発、地元の魅力を発信する観光ツアー等である。このように、商業科は地元企業と連携した商業活動や、地元活性
化のための地域貢献活動を行っている。このことから、「キャリア教育に関する分野」は、商業科の役割が大きいことが
わかる。
　商業科のキャリア教育の優れた点は、次の２点である。第一は、地域との連携である。仕入から販売、決算までを行う
販売活動は、地元の企業と連携して活動を行う。仕入数量や販売単価、商品陳列など、企業からの助言を受けながら、協
働して販売活動を行う。このことから、地域産業に理解を深めながら金融知識を学ぶことができる。第二に、活動の組織
化である。地域貢献活動は、個々の生徒が必ず役割を持つ。販売活動に向けて、自ら考え、工夫し、解決する力を身に付
けることができる。しかし、活動が伝統化すると仕事内容の伝播になりやすいため、常に子どもたちに思考させる環境づ
くりが必要である。
　以上を整理すると、商業教育カリキュラムの実践に必要なことは次の３点である。ポイント①「地域と連携した活動を
取り入れる」、ポイント②「生徒に役割を持たせて、自ら考え、工夫し、解決する力を身に付けられるようにする」、ポ
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イント③「子どもたちに思考させる環境づくり」。これらのポイントを踏まえ、令和４年度より新学習指導要領に対応し
た指導計画書よる「金融教育を活用した商業教育カリキュラムの実践」を行う。

注１）文部科学省「高等学校学習指導要領（平成21年告示）」2009年　p.7

注２）文部科学省「高等学校学習指導要領（平成21年告示）」2009年　p.187

注３）６）文部科学省「高等学校学習指導要領（平成30年告示）」2018年　p.310

注４）key competencies（主要能力）。教育の成果と影響に関する情報への関心が高まる中で1990年代後半にスタートし、2003年に最終報告された

OECDのプログラム「コンピテンシーの定義と選択」に規定されており、PISA調査の概念枠組みの基本となっている。

文部科学省　用語解説「キーコンピテンシー」

URL　https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/031/toushin/attach/1397267.htm
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資料１　情報ビジネス科（商業教育）におけるキャリア教育の実践と金融教育プログラムとの相関 

（新聞記事は、発行元から許諾を得て転載しています）
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資料２　情報ビジネス科（商業教育）における金融教育を活用した地域貢献活動（キッズビジネスタウン）の実践 

（新聞記事は、発行元から許諾を得て転載しています）
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開会式

公社・官庁業（公共職業安定所）キッズビジネスタウンポスター

サービス業（病院）サービス業（ネイル美容）

建設業（建築工事事業者）製造業（プラ板細工工房）
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サービス業（美容室） 公務員（消防士）

情報通信業（通信事業者） 飲食サービス業（カレー屋）

飲食サービス業（クレープ屋）

公社・官庁業（税務署） 南日本新聞　平成 28 年 2 月 19 日

（新聞記事は、発行元から許諾を得て転載しています）
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資料４　商業系上級資格取得状況 

南日本新聞　平成 29 年 3 月 20 日

年　度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度

卒業者数 56 56 54 42 64 57 56 60

九種目 ５ ４ ３ ５ ５ ４ ０ ３

八種目 ２ 10 10 ０ ３ ０ ２ ７

七種目 ５ ４ 11 １ ２ １ ４ ３

六種目 ６ ５ ４ １ ３ ７ ０ 10

五種目 ９ ４ ４ ５ ２ ２ ６ ９

四種目 ７ ７ ４ ３ ８ ６ ５ ５

三種目 ４ ５ ４ ３ ６ 12 ７ 11

合計 38 39 40 18 29 32 24 48

三種目１級
取得率 65.5％ 69.6％ 74.0％ 42.9％ 45.3％ 56.1％ 42.9％ 80.0％

全
国
商
業
高
等
学
校
協
会
検
定
１
級
合
格
者
数

資料５　金融教育と商業教育の資質能力の関わり 

金融教育が育む資質能力 商業教育が育む資質能力

社会・文化的、技術的
ツールを相互作用的に
活用する能力

金融知識を自分の生き方につなげて考えていく
こと（基本的視点）

【経済や金融の仕組みに関する分野】
【消費者生活・金融トラブル防止に関する分野】

　商業の各分野について体系的・系統的に
理解するとともに、関連する技術を身に付け
る

多様な集団における人
間関係形成能力

社会に関わる力
【キャリア教育に関する分野】

　ビジネスに関する課題を発見し、職業人
に求められる倫理観を踏まえ合理的かつ創
造的に解決する力を養う
　職業人として必要な豊かな人間性を育み、  
よりよい社会の構築を目指して自ら学び、
ビジネスの創造と発展に主体的かつ協働的
に取り組む態度を養う

自立的に行動する能力
自立する力

【キャリア教育に関する分野】
【生活設計・家計管理に関する分野】

資料３　金融知識を生かした商業系上級資格取得（全国１位）  

（新聞記事は、発行元から許諾を得て転載しています）
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資料６　金融教育関連科目の重点目標 

新学習指導要領に対応した指導計画書　Ａ

 
 
 
 
 

 
 
 

一学年 

ビジネス基礎 
外国為替と金利、貯蓄や法人税の申告などと関連付けを行い、金融や経

済の仕組みについて学習する。     【全商珠算電卓実務検定１級】 

簿記 
企業会計に関する法規を学び、適正な取引の記録と財務諸表の作成に主

体的かつ協働的に取り組む。        【全商簿記実務検定２級】 

二学年 

観光ビジネス 
地元観光業について多面的・多角的に分析する。フィールドワークなど

のキャリア教育を通して観光振興策を考案し、行政へ提言を行う。 

財務会計Ⅰ 
会計的側面から企業を分析する力を養い、会計情報の効果的な活用に主

体的かつ協働的に取り組む。        【全商簿記実務検定１級】 

学校の教育目標 

 日本国憲法及び教育基本法の精神と学校教育法に基づき、建学

の理念を踏まえつつ、知・徳・体の調和のとれた、心豊かで、たく

ましい人間形成を目指し、平和国家社会の形成者として、心理と

正義を愛し、個人の価値を尊び、勤労と責任を重んじ、自主的精

神に充ちた、心身ともに健全で、国際社会に寄与する有為な人材

を育成する。 

生徒の実態 

○ 進路実現に向けて、一年次より計画的に

学習に励んでいる。 

〇 基本的生活習慣が確立しており、挨拶な

どの礼法もよい。 

保護者の願い 

○ 多くの検定に合格して進路を実現してほ

しい。 

○ 上級学校や安定した企業に進んでほし

い。 

地域の実態・願い 

○ 地域活動に参加して、地域を盛り上げて

ほしい。 

○ 地元企業に就職してほしい。

目指す生徒像 

１ 幅広い知識や専門性を身に付け、実社会で活躍できる生徒 

２ 部活動やボランティア活動に積極的に取り組み、個性の伸長を図ることのできる生徒 

３ 地域や企業との体験的な学習活動を通して、調和のとれた豊かな人間性や社会性を育成し、地域貢献に

寄与できる生徒 

４ 社会的規範意識を持ち、コミュニケーション能力を発揮しながら良好な人間関係が構築できる生徒 

学校経営方針 

 師弟同行を通して、校訓「正しく、やさしく、すこやかに」の具

現化を図り、品格ある校風を育てるとともに、正しい判断力、「生

き抜く力」を備えた、心豊かで活力に充ちた生徒の育成に努める。 

目指す学校像 

１ 普通科・情報ビジネス科・生活科学科の特色を生かし、「生徒の未来を拓く」学校 

２ 授業の充実と自宅学習の習慣化に努め、学力向上を図る学校 

３ 思いやりの心や敬愛の心の醸成に努め、心の教育を推進する学校 

４ 開かれた学校づくりに努め、家庭や地域、中学校や大学との連携を推進する学校 

資料７　金融教育プログラムを活用した商業教育カリキュラム【 全体計画 】  

新学習指導要領に対応した指導計画書　Ｂ
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資料８　金融教育で育む能力や態度と具体的な手立て 

新学習指導要領に対応した指導計画書　Ｃ

金
融
教
育
の
目
的
を
実
現
す
る
上
で
重
要
な
概
念

育む能力や態度 

Ａ 生きる力 

Ｂ 自立する力 

Ｃ 社会と関わり、公

正で持続可能な社会

の形成を意識し①行

動する力② 

Ｄ 合理的で公正な意

思決定をする力 

Ｅ 自己責任意識 

Ｆ お金と向き合い、

管理する力 

自ら学び、自ら考

え、主体的に判断し、

行動し、よりよく問題

を解決する資質や能

力を養う。 

お金を通して生計

を管理する基礎を身

に付け、より豊かな生

き方に向け主体的に

工夫、努力する態度を

養う。 

金融や経済の仕組

みなどの理解を通じ、

自分が社会に支えら

れ、また働きかける関

係にあることを自覚

し、社会に感謝すると

ともに、社会が抱える

様々な課題に関心を

持ち、公正で持続可能

な社会の形成を意識①

して考え、行動する態

度②を養う。 

主体的な意思決定

を合理的かつ公正に

行うための基本を理

解し、実践する態度を

身に付ける。 

意思決定の結果は

自らが責任を負うも

のであることを自覚

し、意思決定に必要な

情報を収集し、リスク

をしっかり把握し適

切に判断、行動する態

度を養う。 

お金が、生きる力、

自立する力を身に付

け、よりよい暮らしや

社会を実現していく

上で必要不可欠な存

在であることを理解

し、日々の身近な暮ら

しの中で、お金の問題

と向き合い、的確に管

理していく態度を養

う。 

本

校

に

お

け

る

具

体

的

な

手

立

て

実践的な活動を通

して、主体的に判断し

行動できる態度を養

う。 

家計管理や金融ト

ラブル防止のための

知識を身に付け、将来

を展望した生活設計

を立てることができ

る能力を養う。 

商業科目を通して

有価証券・株式の計

算、複利・年金計算な

どを理解するととも

に、景気変動と個人生

活への影響、経済政策

と暮らしとの関係に

ついて理解する①。経

済社会の抱える課題

を整理して、よりよい

社会に向けて必要な

ことを考え実践する

態度②を養う。 

金融商品の特徴を

理解し、希少性、選択、

トレード・オフ、機会

費用を用いて、よりよ

い意思決定につなが

る知識を身に付ける。 

投資教育や消費者

教育を通して、家計に

合わせた適切な金融

ポートフォリオの選

択や経済判断能力、金

融トラブル危機回避

能力を養う。 

生活設計を通して、

限られた予算の中で

よりよい生活を築く

意義を理解し、貯蓄や

資金管理の習慣を身

に付ける。日常生活に

関する危険や事故、災

害・病気などの不測の

事態に備える危機管

理能力を養う。 
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資料９　教育課程 案（新学習指導要領　平成30年告示） 

新学習指導要領に対応した指導計画書　Ｄ

※ 点線太枠は、金融教育の重点科目と単位数を示す

科  目 標準単位数 １年 ２年 ３年 

ビ ジ ネ ス 基 礎 ２～４ ２ 

課 題 研 究 ２～４ ４ 

総 合 実 践 ２～４ ２ 

ビジネス・コミュニケーション ２～４ 

マ ー ケ テ ィ ン グ ２～４ 

商 品 開 発 と 流 通 ２～４ ○3

観 光 ビ ジ ネ ス ２～４ ○3

ビジネス・マネジメント ２～４ 

グ ロ ー バ ル 経 済 ２～４ 

ビ ジ ネ ス 法 規 ２～４ 

簿 記 ２～４ ４ 

財 務 会 計 Ⅰ ２～４ ４ 

財 務 会 計 Ⅱ ２～４ ３ 

原 価 計 算 ２～４ ○3

管 理 会 計 ２～４ 

情 報 処 理 ２～４ ４ 

ソ フ ト ウ ェ ア 活 用 ２～４ ２ ２ 

プ ロ グ ラ ミ ン グ ２～４ ２ ２ 

ネ ッ ト ワ ー ク 活 用 ２～４ 

ネ ッ ト ワ ー ク 管 理 ２～４ 

合計 10 11 13 
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資料10　商業教育の分野別科目系統表  

新学習指導要領に対応した指導計画書　Ｅ

原則履修科目 

（基礎的科目） 

（総合的科目） 

マーケティング 

分野 

マネジメント 

分野 
会計分野 

ビジネス情報 

分野 

一
年 

一
学
期 

二
学
期 

  

三
学
期 

 

二
年 

一
学
期 

二
学
期 

三
学
期 

三
年 

一
学
期 

二
学
期 

   

三
学
期 

 

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ 

ビ
ジ
ネ
ス
基
礎 

 

原
価
計
算 

簿

記

情
報
処
理 

 

財
務
会
計
Ⅰ 

 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア 

 

活
用 

総
合
実
践 

財
務
会
計
Ⅱ 

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
活
用 

 

商
品
開
発
と
流
通 

 
 

観
光
ビ
ジ
ネ
ス 

課 題 研 究 

地域貢献活動   （キッズビジネスタウン） 

外部講師 
（ライフプランニング授業） 

地域貢献活動   （キッズビジネスタウン） 

外部講師 
（ライフプランニング授業） 

地域貢献活動 （キッズチャレンジフェスタ） 

地域貢献活動 （キッズチャレンジフェスタ） 

就業体験学習  （インターンシップ） 


